伊方町新規就業者支援対策事業実施要領
第１　趣旨
基幹産業の農林水産業は人口の減少、高齢化により、担い手不足が深刻な状況となっている。このため、農林水産業を担う若者を中心とした新規就業者（以下「就業者」という。）を一人でも多く確保するため、就業経費の支援を行うものとする。
町は、地域の活性化、将来ある農林水産業の確立を目指し、農林水産業就業者の育成と積極的な農林水産業の担い手の確保及びその推進のため、伊方町新規就業者支援対策事業(以下「事業」という。)を実施する。この要領は、伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）が定めるもののほか、就業者に対して、自営の就業者として自立をするために必要な就業技術研修（以下「研修」という。）を実施する伊方町新規就業者支援対策事業について、必要な事項を定めるものとする。
第２　就業者の定義

前条の就業者とは、次の各要件のすべてに該当する者であって審査会が適当と認めた者とする。ただし、伊方町の農林水産業の振興に必要と町長が特別に認めた場合を除く。
(1)　新規学卒就業者及び新規参入者で、新たに農林水産業に就業した者とする。
(2)　前項に規定する就業者は、特別の事情を除き、引き続き就業できる者とする。

(3)　町内に居住する者で、申請時に18歳以上40歳以下の者とする。
(4)　土地、漁船等を所有している親族関係者が伊方町内に在住しているか、又は将来に
おいて所有する見込がある者とする。

(5)　原則として長期研修開始後10年以内に自営の就業者として自立することを目指す者とする。
(6)　審査会において計画に適性があると認められた者で、認定後、伊方町ですみやかに農林水産業に従事することが確実と認められる者とする。

第３　研修
　　　本事業の対象となる研修は、３年以内とする。また、研修日数は、原則として年間２２０日以上とするが、天候、事故、病気等のやむを得ない事由が生じた場合にはこの限りでない。
第４　事業の認定申請

就業者は、事業の認定を受けようとするときは、伊方町新規就業者支援対策事業認定申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、町長に提出するものとする。

第５　審査会

前条の申請に対する内容を審査するため、産業振興課に伊方町新規就農業者支援対策事業審査会(以下「審査会」という。)を置く。

第６　審査会の構成

審査会は、次に掲げる者をもって構成する。

(1)　副町長及び産業振興課の課長、各総合支所地域振興室の室長

(2)　農業委員会事務局長

(3)　農業支援センター長及び農業支援担当者
(4)　南予地方局八幡浜支局地域農業室担当者及び水産課担当者
(5)　西宇和農業協同組合担当者
(6)　八幡浜漁業協同組合担当者及び三崎漁業協同組合担当者
(7)　八西森林組合担当者

(8)　地域代表者

第７　審査会の運営

審査会に会長を置き、会長は副町長をもって充てる。

2　審査会は、会長が招集する。

3　会長は、必要に応じ必要と認める機関、団体等に出席を要請することができる。

4　審査会の庶務は、産業振興課において処理する。

5　会長は、審査の結果を町長に報告するものとする。

第８　就業者の認定

町長は、審査会の報告に基づき就業者を認定し、認定書（様式第2号）を交付するものとする。

第９　関係機関の役割
(1)　本庁
（産業振興課）

町は、県や農林水産団体との連携を図り、就業者に対して、これを自立させるために就業計画の達成に向けた相談活動、技術・経営管理指導など継続した支援を行う。

(2)　県
県は、町や農林水産団体との連携を図り、就業者に対して、就業計画の達成に向けた相談活動、技術・経営管理指導など継続した支援を行う。

(3)　農林水産業団体

①農林水産団体は、町や県との連携を図り、当該事業を円滑に実施するため、就業計画の達成に向けた相談活動、技術・経営管理指導などの支援を行う。
②農林水産団体は、就業者と面談のうえ事業及び地域の現状についての十分な説明を行ったうえで認定申請書に就業計画に関する意見書(様式第3号)を付して、産業振興課に進達する。
第10　その他
　　　この要領に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、町長が別に定める。
様式第１号（第４関係）

伊方町新規就業者支援対策事業認定申請書

年　　月　　日

伊方町長　　　　　　様

住　所

申請者

氏　名

伊方町新規就業者に認定願いたく、伊方町新規就業者支援対策事業実施要領第４に基づき、関係書類を添えて申請します。

記

１　申　請　額　　　１年目　　　　　　　　　　　円

２年目　　　　　　　　　　　円

３年目　　　　　　　　　　　円

２　添付書類
就業計画書（別紙１）

確約書（別紙２）

履　歴　書

住　民　票

（別紙１）
就 　業　 計　 画　書
　　　                 　 　　　　         住　所：　
  　                                       氏　名：
　　                　　　　　　　　　　           　　年　　月　　日生
　　　　                                                             （　　歳）
１．就農時における農業経営又は農業従事の態様に関する目標
 (1)将来の農業経営の構想
 (2)就農時における目標
	 eq \o\ad(営農部門,　　　　　　　　)
	
	  就農予定地
	
	 就農時期
	 

	就農・経営形態
	

	 eq \o\ad(経営規模,　　　　　　　　)
	　　　

	 eq \o\ad(作目,　　　　　　　　)
	　

	 eq \o\ad(所得目標,　　　　　　　　)
	　　　　　

	 eq \o\ad(農業労働力,　　　　　　　　)
	   氏　　　　　名
	   年齢、続柄等
	        年間農業従事日数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


(3)就農を通じた研修計画

	研 修 期 間
	研　 修 　内 　容
	使用する機械・施設

	
	
	


　　（添付書類）研修カリキュラム（研修時期、指導者、研修内容の詳細等）

（注）農業以外の職種のときは、（別紙１）を準用すること。

【参考】
　１　家族の状況について
	家 族 の 状 況

	氏　名
	続柄
	年齢
	年間従事日数
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　２　経営概況について
	 eq \o\ad(経営概況,　　　　　　　　)
	就農前の経営
（平成　　年）
	就農時の経営
（平成　　年）
	将来の経営
（平成　　年）

	 eq \o\ad(経営規模,　　　　　　　　)
	
	
	

	 eq \o\ad(所得目標,　　　　　　　　)
	
	
	

	 eq \o\ad(農業労働力,　　　　　　　　)
	
	
	

	 eq \o\ad(経営内容,　　　　　　　)
	
	
	


（注）農業以外の職種のときは、（別紙１）を準用すること。

（別紙２）
確約書

私は、伊方町新規就業者支援対策事業の趣旨を十分に理解し、次の事項を遵守し研修に専念することを確約致します。

１　伊方町新規就業者支援対策事業実施要綱の規定を遵守します。

２　農林水産団体の指示に従い、研修の成果が上げられるよう努力します。

３　社会人としての自覚と責任をもち、他に迷惑をかける行為は厳に慎みます。

４　伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱第11条の規定に抵触し、返還及び停止を命ぜられた場合は、これに従います。

伊方町長　　　　　　様

住　所

申請者

氏　名　　　　　　　　　　　　　印

